
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細

（単位：千円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 9¶995¶341 769¶320 4¶721 10¶759¶940 2¶764¶269 414¶973 1¶586 ` 0 7¶994¶084

構 築 物 866¶089 92¶014 8¶724 949¶379 505¶699 43¶299 22 ` 0 443¶657

厚生施設
（如春荘）

福島県福島市 土地 79¶300千円

建物 27千円

構築物 5千円

電話加入権 福島県福島市 電話加入権 567千円

Ó．重要な債務負担行為
当事業年度に契約を締結し、翌期以降に支払いが発生する重要なものは以下のとおりです。

件 名 契 約 金 額 翌期以降の支払金額

理工基金記念研究施設新営工事 59¶850 35¶910

理工基金記念研究施設新営機械設備工事 20¶370 12¶222

理工基金記念研究施設新営電気設備工事 10¶920 8¶920

（単位：千円）

Ô．金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定しております。工具
器具備品の一部については、ファイナンス・リース契約により使用しております。
２．金融商品の時価等に関する事項
平成23年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（単位：千円）

（単位：千円）

貸借対照表計上額
（※） 時価（※） 差額（※）

\ 現金及び預金 1¶290¶223 1¶290¶223 `

] リース債務 (262¶415) (261¶169) (� 1¶246)

^ 未払金 (853¶106) (853¶106) `

(※) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
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２．認められた減損の兆候の概要
\ 艇庫は、近年漕艇部の活動がなく利用率が低下しております。
] 如春荘は現在、利用率が低下しております。
^ 電話加入権は、市場価額が下落しております。
３．減損の認識をしなかった根拠
\ 艇庫は現在、利用率が低下しておりますが、漕艇部がいつでも活動を再開できるような状態を
維持しており、かつ、今後の使用が予定されているため、減損を認識しておりません。

] 如春荘は現在、利用率が低下しておりますが、引き続き管理人を配置し、いつでも使用可能な
状態を維持しており、有効な利活用の方法について検討を行っているため、減損を認識しており
ません。

^ 使用している電話加入権の回収可能サービス価額は、使用価値相当額により測定しており、使
用価値相当額はＮＴＴの公定価格に基づいて算出しております。回収可能サービス価額は、簿価
を上回っているため減損損失を認識しておりません。

~ 金融商品の時価の算定方法
\ 現金及び預金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

] リース債務
これらの時価について、元金利の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定され
る利率で割り引いた現在価値により算定しております。

^ 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によってお
ります。

Õ．賃貸等不動産関係
当法人は、福島県内において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要
性が乏しいため、注記を省略しております。

Ö．資産除去債務関係
当事業年度より、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（国立大学法人会計
基準等検討会議平成23年１月14日）及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注
解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会平成23年２月15日最終改訂）に基づき、
資産除去債務に係る会計処理を適用しております。
これにより、当事業年度の資本剰余金および損益に与える影響はありません。

×．重要な後発事象
該当ありません。

Ø．東北地方太平洋沖地震による災害に関する対応について
平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、福島県福島市に所在する福島大学、
附属幼稚園、附属小学校、附属中学校及び附属特別支援学校の校舎の一部が損壊する被害を受けま
した。今後、被災した被害の状況をとりまとめ、早急に災害復旧費として文部科学省に予算要求す
る予定であります。
また、今回の震災により学生の授業料23¶541千円、入学予定者の入学料23¶547千円の徴収を猶予

しております。
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